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まえがき＝当社グループは，社会課題の解決に挑戦する
ことを企業理念の一つとしている。また，2024年度から
はじまった新中期経営計画では，「カーボンニュートラ
ルへの挑戦」を最重要課題に掲げている。この環境問題
に貢献する一つの項目として，当社は電動化に着目して
いる。
　とくに，今般の自動車の電動化（EV: Electric Vehicle）
の進展は目まぐるしく，当社グループの材料・制御・モ
ノづくり・評価といった様々な技術を利用できる可能性
を感じている。
　電動化の一つの要素であるモータ技術の進展への取り
組みとして，当社ではこれまで様々な活動を行ってき
た。たとえば，当社の細線材をコアに利用したモータ1），
圧粉コアを用いたモータ2）を提案した。また，3 次元磁
極構造といった特徴的な構造のモータ3）の開発も行って
きた。これらのモータを試作評価する過程において，同
期機・誘導機，ラジアルギャップ型モータ，アキシャル
ギャップ型モータなど種々の特徴的なモータ駆動に対応
する必要があった。このため，制御システムを独自に構
築することで評価を行った。また，ハイブリッド建機 4）

に代表される電動化システムに関わる過程で，リチウム
イオン電池システム，DCDCコンバータシステム・イン
バータシステムの試作あるいは評価を行ってきた。ここ

でも特徴的な機能を評価するべく，必要に応じて内作し
つつ性能評価システムを構築してきた。
　いっぽう，当社グループであるコベルコ科研では，自
動車ソリューション事業として自動車の動力性能調査や
MBD（Model Based Development）を進めるためのモ
デル作成，解体調査レポート，構造調査や使用部材の材
料調査，電気自動車用 2 次電池の劣化解析や安全性も含
めた充放電試験などの評価・分析・CAEによる解析を
多面的に行っている。
　両社の要素技術を活かしつつ，自動車電動化に対する
貢献として，高回転域での動力性能試験が行えるモータ
評価システムの開発に取り組んだ。
　以下では，その評価システムについて解説する。

1．モータ耐久ベンチのコンセプト

　モータ評価システムの構成要素を示すため，図 1 の
システム構成例を使って説明する。まず，供試モータに
対して，負荷となる対向モータが必要である。また，こ
の対向モータを制御するためのインバータが必要であ
る。いっぽう，供試モータを駆動するためにもインバー
タが必要となる。供試モータ特有のインバータとなる
か，評価システムでのインバータを利用するかは測定目
的によって選択されることになる。この例でインバータ
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は，DC電圧を入力とし，モータを駆動する三相交流を
生成する。PWMと呼ばれる変調方式を使って，モータ
の 3 相の各端子に対して所望の電圧を生成する。半導体
による高速スイッチ切り替えで，各相間へのDC電圧印
加時間を調整して等価的な 3 相正弦波電圧を印加する手
法である。この印加電圧により，モータの各相に電流が
流れ，モータが駆動される。各インバータは，モータの
電流・電気角といった情報をフィードバックすることで，
速度もしくはトルク（電流）の指令に対しモータを追従
させるよう制御する。
　二つのインバータはDCラインが共通化され，ここに
DC電源から電力が供給される。ただし片側の電圧を他
方と変えたい場合，DC母線とインバータの間にDCDC
コンバータを挿入することで電圧を調整する。
　このDC母線に接続されるDC電源は，二つのモータ
に対応して最大容量が見積もられ，DC母線の電圧安定
化を図れるようにする。二つのモータの力行・回生のエ
ネルギー循環に対して，モータ制御動作の不均衡で生じ
る不足電力あるいは余剰電力は，この電源によって調整
される。とくに余剰電力が発生すると，回生抵抗による
電力消費か，回生インバータを介して系統電力に余剰電
力を戻すなどの動作が発生する。余剰エネルギーを系統
電力へ回生する場合，その影響検討が必須となる。試験
システムの置かれた事業所の電力消費が大きく，回生さ
れる電力が無視できる場合は，その事業所で試験時の変
動で発生する余剰電力が全て消費される。しかし，電力
消費のむらがある場合，あるいは消費の少ない事業所で
は，事業所内で全ての電力を消費しきれない。そうする
と，さらに事業所外の系統電力への還元が発生し，系統
電力における契約条件の変更が必要になる。こういった
試験場の事情を勘案しつつ評価システムは設置される。
テスト設備としての採算性の観点から，なるべく多くの
試験対象に対応できるよう，余裕のあるシステム容量の
設置が検討される。システム容量の検討結果による系統
電力の増強や，テスト設備としての汎用性の追求で，設
備は高額になる傾向にある。
　このような評価設備は，安定したデータを取得する観
点では重要な役割を果たす。しかし，EVモータの開発

が活発化し，品質・性能評価に多数の項目に目を向ける
ことが多くなると，これら高価なシステムだけでは不十
分になると考えられる。極限的な試験を試したいという
要望に対し，前述のような電力系統に強く制約されたシ
ステムでは，余裕度を大きく取った設備の選択を余儀な
くされるため，コストの上昇や，試験場の確保などの問
題が発生する。
　そこで，当社グループでは，システムを簡素化しつつ，
実験場の設備制約を緩和した高速回転・大容量のモータ
システムでの耐久評価方法を提案している。このコンセ
プトを実現するモデルベンチとして，以下に示すモータ
評価システムを構築したので紹介する。

2．提案するモータ耐久評価システム

　1 章で説明したモータ評価システムの構成において，
設備の電源容量を決める際，エネルギー循環をうまく実
現することが重要である。今般，試験システムがブラッ
クボックスとなりがちで，この見積もりができないた
め，不要マージンの多いシステムの利用が余儀なくされ
ることもある。そこで，試験の最小化を狙って，設備に
必要な系統電力（余裕度）を低減できるモータ試験シス
テムを構築した。
　以下であげるモータ試験システムは，モータの特性の
そろった 2 台の供試モータを対抗させるBack to Back
型の評価方法（以降BTB方式）とした。今回は最大出
力80 kW，最大回転数10,500 rpmの同型の供試モータ
を対向させる構成とした。
　図 2 にシステム構成図を，表 1 に主要装置の諸元を
示す。
　Motor0とMotor1が供試モータと負荷モータに相当す
る。それぞれ，インバータ 0 とインバータ 1（三相
IGBTブリッジ回路）につながっており，U，V，Wの各
線が接続されている。各系統において，電流センサを設
け，ixu ，ixw （x＝0, 1）を検出・フィードバックしている。
　リチウムイオンバッテリーは，DCDCコンバータで昇
圧され，インバータのDC母線に接続されている。同様
に，外部からの電源供給としては，汎用DC電源からダ
イオードを通じて，DC母線に接続されている。

図 1   モータ評価システムの例
Fig.1   Example of a motor test system
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　これら全体を制御するコントローラは一つに集約され
ており，力行・回生・DCDC昇圧を一つのコントローラ
が担当する。
　コントローラの出力には，各インバータに送るIGBT
のON/OFF信号がある。U，V，W相の上アーム，下ア
ーム計 6 信号がSxuP , SxuN , SxvP , SxvN, SxwP , SxwN（x＝0, 1）で
ある。各モータのレゾルバからは，θ0，θ1 がフィード
バックされる。PCは上位のシーケンス制御（指令）を
担い，電源の出力設定と，統括コントローラへの指令を
行う。
　試験時の典型的な制御方法は，片側のモータを速度制
御し，他方のモータを電流制御する。回転数上昇時は，
速度制御側が力行，電流制御側が回生動作する。モータ
の伝達軸にトルク×回転数の動力が伝わり，力行側から
回生側に動力が伝搬する。図中では，トルクメータで，
この値を検出することになる。
　このとき，それぞれのインバータは，力行側が電力を
モータに供給し，回生側が電力を回収している。同型の
モータが対称なシステムであることを利用すると，理想
的には力行・回生での必要電力収支を近くすることがで
きる。インバータのDC母線を各インバータで共通化し
て，エネルギーの循環が期待される。外部からの平均的
なエネルギーは，通電による発熱ロスや機械損などで消
費したもののみの供給となる。変化分のエネルギー調整
で，モータの伝達軸の出力受け渡しというモータ評価の
基本機能を実現することができる。ただし実際には，シ
ステムのモータロータ，伝達軸といった回転体が回転エ
ネルギーを蓄積するため，加速の際は追加のエネルギー
を要し，減速時は回転エネルギーを抜き取るため，回生

電力過多の状態になる。こういったエネルギーの授受の
変動が系統電力に影響を与えないように，本システム
は，リチウムイオン電池をシステムに組み入れている。
これら構成により，系統電源との結合度を下げるように
した。要求されるDC母線電圧と電池との電圧差を埋め
るため，DCDCコンバータを挿入した。DCDCコンバー
タは，バッテリー側を低電圧，DC母線側を高電圧とす
る双方向性昇降圧チョッパ方式のDCDCコンバータを
製作し組み入れた。このDCDCコンバータは180度位相
をシフトした 2 系統制御のインターリーブ方式を採用し
ており，電流の脈動抑制を図っている。これらの安定化
配慮のうえ，DC母線に対して，小規模な汎用DC電源で
電力供給を行うようにしている。

3．システム実現のための設計着目点

　この循環システムは，概念的には単純であるが，いく
つか問題があり，通常大きめの電源容量の設備を利用し
て実現することになる。それに対して，コンパクトなシ
ステムでの実験を実現するよう余裕度削減に配慮したシ
ステム検討を行った。そのなかで効果のあった例を三つ
紹介する。

（1） 複数のスイッチングデバイスを使用することによっ
て発生するデバイス間の相互ノイズの影響削減。

（2） システムのコンパクト化のため突極型 IPMSM
（Interior Permanent Magnet Synchronous Motor）
を利用する場合の，即応性向上のための電流制御手
法。

（3） 力行・回生の制御方法の違いに対しての応答性改善。

図 2   システム構成図
Fig.2   System construction diagram

表 1   本システムで使用した構成装置一覧
Table 1  The main components used in the system
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3. 1　スイッチングノイズの影響低減
　まず，インバータノイズの問題について述べる。
　高回転時には，誘起起電力に抗するための高電圧が必
要になり，そのスイッチングノイズによって誤動作が発
生しやすくなる。システム配置や放射ノイズ・電源から
電圧するスパイクノイズの抑制に悩まされ，ノイズ削減
のために多大な労力を強いられることになる。とくに二
つのモータに対応するインバータをDCで結合させてい
るため，電源ラインからのノイズ伝搬は避けられない。
このノイズの問題は，互いのインバータ間での制御に影
響を与える。また，最悪の場合，ノイズレベルが過大で
実験が成立しなくなってしまう可能性がある。
　制御への影響を回避する解決方法のひとつとして，ス
パイクノイズが発生するタイミングを避けて，制御フィ
ードバック用のデータ取り込みを行うことが考えられ
る。モータ用インバータはスイッチ回路で構成されてお
り，PWMという変調方式が使われている。このため，
キャリア周波数の周期で，各インバータはスイッチ切り
替えを実行する。この変調方式には，有効スイッチ範囲
があるため，スイッチングが発生しないタイミングを予
測することができる。しかし，力行・回生 2 系統のモー
タ用インバータが非同期であると，無相関にスイッチノ
イズが発生する。力行側・回生側のそれぞれのインバー
タがお互いのスイッチングで，他方の制御系に影響を与
えないためにはPWMタイミングを合わせ，かつ制御用
のデータ取り込みタイミングを高精度で適切に合わせる
ことが重要になる。今回は，2 系統の三相インバータ回
路を一つのコントローラで統合制御するようシステム構
築した。両インバータのPWM信号生成用のリファレン
ス信号は，共通の山形波信号を使用することで実現して
おり，コントローラ間のクロック位相の不一致などによ
る問題は発生しない機構となっている。両インバータ用
信号を一つのPWM生成ユニットを元に生成すること
で，両インバータのスイッチノイズが互いに悪影響を与
えることが無くなり，安定した電流・電圧の測定を実現
できる。結果として，制御の安定化を図ることができる。
　先述したバッテリーとDC母線電圧の調整用DCDCコ

ンバータにおいてもスイッチングノイズが発生する。変
換には二相のチョッパ方式を採用しているが，使用する
信号生成にはインバータと統合されたPWM信号生成機
構を利用する。これは，先ほどと同様に，DC母線につ
ながるDCDCコンバータによるノイズが，各インバー
タの制御取り込みに影響を与えないようにするためであ
る。また逆の観点で，インバータからの影響もDCDC
コンバータに伝搬しないために必要な処置となる。コン
トローラは汎用的なコントローラユニットで各UVWス
イッチ信号を光ファイバーで絶縁して出力する。
　以上の理由から，本システムでは，力行・回生の両モ
ータ制御インバータおよび昇降圧用DCDCに対して
PWM生成機構を含む機能を一つのコントローラシステ
ムにまとめ上げた。これにより，スイッチングによる電
流・電圧情報取得時のノイズ混入を最小化し，安定した
モータ評価が可能になっている。また，両モータと電池
につながるDCDCを統合監視し，出力信号の生成も同
時に行っているため，それぞれの制御に異常要因が発生
した場合，一斉に停止動作に入ることができる利点もあ
る。今回試作したシステムは，モータ評価試験に対して
小規模コントローラで十分実現できることを示してい
る。
3. 2　電流制御性の改善
　つぎに，突極型IPMSMを利用する場合の電流制御の
遅れによる電力収支不均衡の影響について説明した後，
改善方法について述べる。
　図 3 に使用している電流制御のブロック図を示す。
　三相インバータに流れる電流は，電流センサを用いて
u相，w相の電流をフィードバックする。三相電流の和
がゼロであることを使ってv相は補う。Clarke変換，
Park変換を通してdq変換された電流 id , iq を得る。
　電流ベクトルの振幅を Ia ,位相角をβとして，
　id＝－Iasinβ …………………………………………（1）
　iq＝Iacosβ ……………………………………………（2）
として計算し，これらをdq軸電流の目標値id*, iq*とす
る。
　先述の電流フィードバック値 id, iq と差分をとり，d軸，

図 3   電流制御のブロック線図
Fig.3   The block diagram of current control
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q軸のそれぞれのPIコントローラの入力とする。
　各PIコントローラの出力に，非干渉制御補正をした
出力電圧 vd, vq を逆Park変換で vu , vv , vw へ変換する。こ
の後，PWMによりインバータのスイッチ信号を生成す
ることになる。
　レゾルバによって，モータの電気角情報を得て，Park
変換，逆Park変換に入力する。また，電気角情報を 1
階微分して角速度ωを計算し，非線形制御演算に使用す
る。
　三相モータシステムをdq軸の座標変換することで，
制御を容易にする計算方法は広く使われている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（3）

上記（3）式は，モータ回路方程式をdq軸変換して整
理したものになる。右辺の第 2 項は id , iq がお互いに影響
を与える項であり，第 3 項が誘起起電力による発電項で
ある。この 2 項を電圧出力で補償すれば，d軸，q軸の独
立した 1 次遅れ系の方程式ととらえることができるよう
になる。この式のLd, Lq, Ψa は，定数項の扱いで計算する
とき，多少の変化量であれば，モデル誤差として制御に
大きな影響を与えない。しかし，磁束量の変化により磁
気回路が変化することでLd, Lq, Ψa を一定とみることがで
きない場合がある。今般の突極型IPMSMに代表される
同期機では，特徴的なロータ側磁路により，磁束量の変
化に対して，局部的な磁気飽和が発生するため，各パラ
メータが変化することになる。こういったモータへのト
ルク制御性の改善手法として，以下の非干渉化制御方法
を採用する。
　非干渉演算では，dq軸電流 id , iq にローパスフィルタを
掛けて安定化させる。このフィルタ後のdq軸電流 id , iq

の二乗和の平方根計算をして，現在の電流ベクトル振幅
Ia を予測する。Ld, Lq, Ψa は後述する方法で取得した Ia に
対する関数であり，予測した Ia から各値が決まる。これ
らそれぞれにωを掛け合わせる。ωLq はｄ軸電流と掛け
合わせて，d軸電流のPIコントローラ出力から差し引く。
ωLd はフィルタを通した iq 電流と掛け合わせて，誘起起
電力項ωΨa と足し合わせたうえで，ｑ軸電流のPIコン
トローラ出力と足し合わせて，ｑ軸電圧出力を計算す
る。
　Ld, Lq, Ψa は，磁束量により変化し，Ia に依存する関数
となる。これらの値は非線形量であり，刻一刻変化する
が推定可能である。制御に対して有効となる推定手段の
例を下記に示す。
　いま，応答性は悪いものの id=0 制御 5）で予備試験で
き，電流変動が小さい範囲で測定ができたとする。その
時，負荷側のトルクは，下記の式で表現される。

　T＝PnΨa iq＝PnΨa Ia ……………………………………（4）

ここで，Pn はモータの極対数である。図 2 の図中にあっ
たトルク計で伝達トルクTmeasure を測定できるが，この値
には機械損Tloss を含んでいる。この両者の関係は，モー
タの出力トルクをTmotor とすると，

vd Ra＋ρLd

０
０

Ra＋ρLqvq
＝ id

iq
＋ －ωLq

０
０
ωLd

id
iq
＋ ０ωΨa

　Tmeasure＝Tmotor＋Tloss ……………………………………（5）

である。ある速度条件で id＝0 制御が実現でき，q軸電
流も併せてゼロと設定できればモータの出力トルクはゼ
ロとなるので，Tmeasure とTloss が等しくなり，速度に対す
る機械損を知ることができる。ここから，（4）式と合
わせて，以下を得る。

　　　　　　　　　　　………………………………（6）

この式により，β一定条件下での Ia に対するΨa の特性
を取得することができる。
　IPMSMの回路方程式は，（3）式の右辺第 1 項を分解
して表現すると以下の式で表される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　…………………………………………………………（7）
　β一定条件下で，各電流制御が安定化し，変化が無視
できると仮定すると，（7）式の右辺第 2 項は無視する
ことができ，vd , Ra , id , ωを既知とできるので，下記のLd, 
Lq に関する計算式を得ることができる。

　　　　　　　　　……………………………………（8）

　　　　　　　…………………………………………（9）

　このアルゴリズムに基づいて，対象モータの Ia に対す
る変動を測定した実験により，Ld , Lq , Ψa を推定した結果
を図 4 に示す。最上段は発電係数，中段はｑ軸インダ
クタンス成分，最下段はｄ軸インダクタンス成分を示し
ている。
　こうして得られた結果をモータ制御に使用する。グラ
フから得られる Ia に対するLd , Lq を用いることで，（3）
式右辺 2 項目の干渉項を除去する計算において，適切な
値を算出できる。同様に右辺第 3 項も Ia に対するΨa を
用いることで適切な起電圧を算出できる。この結果，PI
制御は安定点に早々に達することができるため，電流制
御の制御性が改善される。

Tmeasure（Ia）－Tloss

Pnia
Ψa（ia）＝

vd Ra

０
０
Ravq

＝ Ld

０
０
Lq

id
iq
＋ρ id

iq
＋ －ωLq

０
０
ωLd

id
iq
＋ ０ωΨa

vq－Raiq－ωΨa

ωid
Ld＝

vd－Raid

ωiq
Lq＝

図 4   Ψa , Lq , Ld の各パラメータ推定値
Fig.4   The parameter estimation of Ψa , Lq , Ld
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3. 3　モータ制御方法の違いに起因する制御性悪化の改善
　最後に，各モータ制御方法の違いで発生する制御遅れ
の影響による制御性の悪化について説明する。また，改
善方法について述べる。
　提案するモータ評価システムの問題点として，イナー
シャが非常に小さいということがある。このため，トル
ク変動による速度制御の悪化が顕著に表れてしまう。ゆ
えに，片側が速度制御，他方が電流制御というシステム
構成では，双方の制御静定時間の違いにより，制御に乱
れが発生する。
　回生側の電流制御は力行側の速度制御にくらべ高応答
で制御されるため早急に静定するが，それでも，速度制
御側の影響を受ける。速度制御は，目標速度との偏差か
らトルク指令（電流指令）を計算する。この指令は，計
算により刻一刻と変わるため力行側モータ軸から回生側
モータに伝わるトルクもこれに応じて変化する。その変
化に対して，回生側モータの電流制御は行われるため，
速度のふらつきを生じることになる。これらが過渡的に
発生する制御系は，安定するまでの時間が掛かってしま
うことが容易に想像される。
　この問題を回避するため，図 5 に示す制御構成を採
用している。
　先に説明したように，電流制御は，力行側，回生側で
同一なものを使用する。しかし，速度制御側は，速度フ
ィードバックを受け取り，目標値との偏差をPI制御器
に入力するため，当然，目標電流 Ia は異なる。力行・回
生の特性のそろったBTB方式でも，このわずかな影響
で回転速度の乱れが発生する。
　トルク負荷のステップ印加といった試験条件を考え
る。一定速度制御で回転している力行側モータは，負荷
のステップ印加で一旦速度が低下する。この低下偏差を
速度のPI制御により，ゼロに回復させるようトルクの
上昇が発生する。この発生を受けて，トルク印加側が引
きずられないように制御を加えることになる。この一連
の制御過程により速度偏差が発生する。
　これを軽減するため，図 5 に示すように，負荷変化を
行う動作においては，位置制御の内部電流制御のオフセ
ットとして，トルク変動分を重畳するようにする。これ
は，速度制御からすると，後段の電流制御に対して，負

荷上昇を予測して，上昇分を補償することに相当するた
め，速度制御の静定時間が短くなることが期待される。
　図 6 は，2,000 rpmまで速度上昇させた状態で，台形
状のトルク負荷を印加した条件での実験結果である。上
段は速度制御をおこなっているモータの回転数であり，
下段はq軸電流を示している。電流制御は id＝0 制御（β
＝0）を使っており，q軸電流がトルクと比例関係にあ
り，トルクの状態を表している。FFSW=ON（フィード
フォワードスイッチを有効化）が先述の制御を行った場
合，OFFが制御を行わなかった場合である。速度制御に
おいては，上段で示すように目標値に対する速度の振れ
幅に違いがでることが分かる。いっぽう，下段のグラフ
は電流制御への目標値入力の状況を示している。ここで
iq0*は駆動側，iq1*は負荷を発生させる側のq軸電流の目
標値である。iq1*はトルクパターンに相当するので台形
形状となっており，iq0*は速度PI制御器からの出力であ
るため，そこから少しずれた形状となる。この結果で，
制御のON/OFFに対して，入力目標値に大きな違いは
出ていない。本制御方法を採用することにより，速度制
御における目標値からの最大偏差は 1/3 以下に抑えら
れており，大幅な制御性悪化の改善が図れたことが分か
る。
　この制御系は，測定対象のモータを対称にして，速度
とトルクを指令値としてインプットしている。各モータ
がそれに応じて振舞うことで，目的の速度，トルクを得

図 6   q軸電流および速度の制御結果
Fig.6   The result of q-axis current and speed control

図 5   トルク制御，速度制御の制御ブロック図
Fig.5   The block diagram of torque and speed control
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ようとする制御系として捉えることができる。この系は
電気自動車における実際の制御の振る舞いとは異なる。
しかし，モータ試験という観点において，一つのコント
ローラで全体最適化を狙うことで設備制約を緩和しつ
つ，試験を成立させる一つの方法として考えることがで
きる。
　本システムでは，力行・回生の各モータにおける電力
収支をなるべく一致させる。このような統合的な制御を
おこなうことにより，電力的な平衡を取る。その結果，
システム外からの電源供給量の小さいシステムを構築す
ることができる。また，系統電力からの電力入力量を最
小限とするシステムを実現することで，設置場所の自由
度を高められるメリットもある。 

むすび＝当社の試験敷地内のみならず，高温設備や振動
設備といった場所に持ち込んで試験するような試験を提
案できるシステムを構築し，動作することを示した。
　今後広がるEVマーケットにおいて，CO2 削減のため

の高効率モータなどに対するパワートレインの回転系試
験は，エンジンで使用する回転域以上の高回転での性能
試験や品質確認など重要な役割を占めると考えられる。
　当社グループでは，今回開発したモータ試験装置をベ
ースに試験目的・条件に合わせた回転系試験装置を柔軟
に構築し，従来からの温度，ひずみ，振動などの各種計
測や，しゅう動・摩擦や疲労などの材料調査の観察知見
を生かして，試験の実施から試験後の解析に至る一連の
試験工程を実施するサービスを提供することで，カーボ
ンニュートラルにつながる電動化社会の実現に貢献して
いく。
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